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本日の内容

１．2024年問題の本質

２．国の施策と物流現場への影響

３．物流企業/荷主企業の対応策と事例
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2024年問題の本質（１）2024年問題とは

・トラックドライバーの時間外労働の上限が、年間９６０時間（月間８０時間）に
今までは、月間１００時間上限。▲２０時間の影響
・他業種（一般則）は７２０時間。「将来的には一般則の適用を目指す」

・ドライバーを拘束できる時間が１日当たり１１時間３０分までとなる。
（ある試算では、１日に運行できる距離は５５０ｋｍまで。*前提条件：手積み手下ろし/待機･渋滞時間なし

参考：福岡市-神戸市616km）

出典：国土交通省
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2024年問題の本質（２）多くの荷主は未だ２０２４年問題に対応できていない

2024年問題について理解していない、対策を実施していない荷主企業は、まだまだ多い。
2024年問題への対応は、自社内での努力に加えて荷主の協力が不可欠。
荷主に対して、積極的に啓蒙を進めることで、自社のドライバー不足問題に対応していく。

2024年問題に対する社内の状況 2024年問題への対応

出典：「LOGI-BIZ」2022年3月号
回答企業数：131社(荷主企業117社,物流企業11社)

n=131
n=71
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2024年問題の本質（３）「2024年問題」の背景と本質

働き方改革

人口減 ドライバー不足

「ホワイト物流」

2024年問題は
荷主にドライバー不

足問題への
対応を促す機会
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2024年問題の本質（４）国の狙い

ドライバーの働き方改革
「2024年問題」

物流の危機として、
荷主にも理解を促す機会

労働時間の短縮
・拘束時間の短縮（荷待ち、付帯業務の解消）

・運賃以外の費用の請求
（標準自動車運送約款の改定）

賃金の上昇、経営の改善
・標準的な運賃の設定
（労働時間が全産業平均並みとなっても、
全産業平均並みの賃金がもらえる運賃の基準）

ドライバー不足の解消
業界の存続
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国の施策と物流現場への影響（１）ドライバー不足問題のきっかけ

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

全産業 6,427 6,409 6,314 6,298 6,293 6,280 6,326 6,371 6,401 6,465 6,530

運輸業・郵便業 331 343 350 352 352 340 341 337 336 339 340
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就業者数の推移（総務省「労働力調査」） 単位：万人
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東日本震災と東京オリンピック開催の決定により、トラックドライバー不足が顕在化。
荷物と車両があっても、運べない状態に。

コロナ後は？
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国の施策と物流現場への影響（１）トラックドライバー人口の減少ペースが加速

道路貨物運送業の運転従事者数の推移(単位：千人)

（出典）日本ロジスティクスシステム協会（JILS）「ロジスティクスコンセプト2030」 2020年2月

20年間で
約21万人減少

15年間で
約25万人減少
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国の施策と物流現場への影響（２）国が考えるドライバー不足の原因

国はトラックドライバーの低賃金・長時間労働の労働環境をドライバー不足の原因と考え、
全産業平均値まで改善することで、ドライバー不足問題を解決しようと考えている。

年間
所得額

年間
労働時間

平均年齢

大型トラック 463 万円 2,544 時間 49.4歳

中小型トラック 431 万円 2,484 時間 46.4歳

全産業 489 万円 2,112 時間 43.2歳

資料：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（平成3年）
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国の施策と物流現場への影響（３）影響は輸送にとどまらない

2017年に標準貨物自動車運送約款等の改正・施行
「運ぶ」以外の仕事は別途料金設定とする事で、ドライバーに輸送以外の負担を軽減させる狙い。

別途料金の発生を嫌がる荷主は、付帯作業を倉庫側に実施させることとなる。（倉庫業務の負荷増大）

出典：トラック輸送状況の実態調査(平成27年)

ドライバーの拘束時間を増加させる要素
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車種別

キロ程
小型車

(２トンクラス)
中型車

(４トンクラス)
大型車

(１０トンクラス)

トレーラー
(２０トンクラス)

10km 15,790 18,060 22,540 27,940

20km 17,600 20,160 25,330 31,550

30km 19,410 22,270 28,120 35,160

40km 21,220 24,370 30,920 38,770

50km 23,040 26,480 33,710 42,380

60km 24,850 28,580 36,500 45,990

70km 26,660 30,690 39,290 49,600

80km 28,470 32,790 42,090 53,200

90km 30,280 34,890 44,880 56,810

100km 32,090 37,000 47,670 60,420

110km 33,910 39,090 50,390 63,930

120km 35,730 41,170 53,110 67,430

130km 37,550 43,260 55,830 70,940

140km 39,360 45,340 58,550 74,440

150km 41,180 47,430 61,270 77,950

160km 43,000 49,510 64,000 81,450

170km 44,820 51,600 66,720 84,960

180km 46,630 53,690 69,440 88,460

190km 48,450 55,770 72,160 91,970

200km 50,270 57,860 74,880 95,470

国の施策と物流現場への影響（４）参考①「標準的な運賃」

国土交通省による「標準的な運賃」
平均的な労働時間と賃金が実現できると考えた運賃を設定。

（単位：円）Ⅰ 距離制運賃表 関東運輸局

Ⅲ 運賃割増率

【特殊車両割増】

冷蔵車・冷凍車 ２割

【休日割増】

日曜祝祭日に運送した距離に限る ２割

【深夜・早朝割増】

午後10時から午前５時までに運送した距離 ２割

Ⅳ 待機時間料

車種別

時間

小型車

（２トンクラス）

中型車

（４トンクラス）

大型車

（10トンクラス）

トレーラー

（20トンクラス）

30分を超える場合にお
いて30分までごとに発
生する金額

1,670円 1,750円 1,870円 2,220円

Ⅴ 積込料、取卸料、附帯業務料

積込み、取卸しその他附帯業務を行った場合には、運
賃とは別に料金として収受

Ⅵ 実費

有料道路利用料、フェリー利用料その他の費用が発生した
場合には、運賃とは別に実費として収受

Ⅶ 燃料サーチャージ

別に定めるところにより収受

Ⅷ その他

この告示に定めるもののほか、この告示の施行に関し必要な事項は、
別に定める。
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国の施策と物流現場への影響（４）参考②荷主勧告制度

トラック運送事業者の法令違反に荷主の関与が判明した場合は、荷主う勧告を発動、荷主名公表

「(例)トラック事業者が過労運転
防止に違反しており、原因を調
査したところ、荷主の荷捌き場に
おいて荷待ち時間が恒常的に発
生しており、かつ、トラック事業者
から荷主に対し改善を申し込ん
だにも関わらず改善されていな
かった場合」(国土交通省)
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国の施策と物流現場への影響（５）物流全体への影響

✓ ドライバーの付帯業務の倉庫側への付け替え（倉庫側の負担増大）

✓ 荷待ち時間の撲滅に向けた取り組み強化
（パレット輸送の為のパレットサイズ・包装設計の見直し、
バース予約システムの導入）

✓ 長距離輸送の輸送手段の変更
（モーダルシフト、輸送中継拠点の設置）

✓ 物流サービスの見直し
（リードタイム延長、輸送頻度の低減）
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ドライバー不足問題に対応する輸送改善の考え方

時間

距離

【ドライバーの拘束時間の短縮策】
・荷待ち時間の短縮
・積み下し作業の効率化
・付帯作業の軽減
・配車計画と実績の対比、配車計画の変更
・非効率な荷主への改善要請

基本は、従来の輸送改善手法と同じ。
大きくは、ドライバーの拘束時間と走行距離の短縮。2つの側面からの改善となる。

【走行距離の短縮策例】
・積載率の向上
（配送車両の大型化・商品形状の見直し）
・エリアの限定や共同配送など、面（エリア）
に対する貨物量を増加
・直送化（卸センター、メーカーの営業倉庫）
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物流企業/荷主企業の対応策と事例（１）業界内の対応は進んでいる？

積載効率が低下していることにより、「輸送効率が落ちている」との考えが多いが、
1日当たりの走行距離は短縮された結果、輸送回数と輸送トン数が増加しており、
「輸送効率が上がっている」と捉えることもできる。

効率 単位 年度
営業用 自家用

普通車 小型車 普通車 小型車

実働率 ％ 平成21年 66.61 62.59 48.22 57.02

令和元年 65.52 53.98 27.46 17.75

実車率 ％ 平成21年 74.42 68.69 50.98 22.47

令和元年 71.52 67.97 42.29 21.40

積載効率 ％ 平成21年 48.06 29.35 36.32 9.68

令和元年 37.80 24.07 26.22 7.33

実働
1日1車
当り

走行キロ ｋｍ 平成21年 246.19 119.99 89.46 70.32

令和元年 196.57 101.06 118.14 175.47

輸送トン数 トン 平成21年 10.51 1.35 4.76 0.25

令和元年 11.44 1.41 5.92 0.69

輸送回数 回 平成21年 2.26 2.22 2.11 1.01

令和元年 3.37 2.53 2.53 1.85
出典：国土交通省「自動車輸送統計年報」を元に作成



Copyright © 2005 Logistics support ＆ partners Co., Ltd. , All rights reserved. 15
出典：（公社）日本ロジスティクスシステム協会「物流コスト調査報告書」

物流企業/荷主企業の対応策と事例（２）荷主は商習慣も見直している

回答社数
順位 最も効果が大きかった削減策 2021年 2020年 2010年

1輸配送改善（積載率向上、混載化､帰り便の利用等） 24 17 13

2在庫削減 14 16 28

3平準化 8 7 -

4配送頻度の見直し 7 6 -

4保管改善（効率化、ロケーション見直し等） 7 5 -

6物流サービスの適正化 6 9 -

6輸配送の共同化 6 4 10

6包装改善（簡素化・変更） 6 3 8

9輸配送経路の見直し 5 13 13

10物流容器の再使用、通い箱の利用等 4 - -

10物流デジタル化の推進 4 - -

12需要予測精度の向上 3 2 -

12アイテム数の整理 3 2 -

12荷役改善（ピッキングの効率化等） 3 2 -

15物流拠点の見直し（削減） 2 8 -

15物流拠点の見直し（その他） 2 5 -

15人員削減 2 3 -

15ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ料金の見直し 2 2 10

15ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ先の見直し 2 2 -

回答社数

ドライバー不足問題とは異なる内
容ではあるが、荷主の物流コスト
改善の指向性には、

①輸送改善
②物流サービスの見直し（低下）

の傾向が現れている。



Copyright © 2005 Logistics support ＆ partners Co., Ltd. , All rights reserved. 16

物流企業/荷主企業の対応策と事例（３）物流企業の対応

✓ ドライバーの賃金・手当の増額

✓ 福利厚生の充実

✓ 業界外、新卒の採用

✓ 長距離輸送業務受託の縮小・廃止

✓ 効率の悪い荷主業務の撤退
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物流企業/荷主企業の対応策と事例（４）事例

事例１：商習慣の見直し～小売業（チェーン店：約150店舗）の専用物流センターの例

物流センター
商品別ＡＢＣ（パレート）分析
層別に出荷単位を設定
Ａランク ：ケース出荷
ＢＣランク：従来通り

配送
店舗別ＡＢＣ（パレート）分析
層別に配送頻度を設定
Ａランク ：毎日配送
Ｂランク ：週3回配送
Ｃランク ：週2回配送

改善実施前

・全店舗に毎日配送（月～土）
・全商品をピース出荷

改善実施後

・店舗を販売数でランク分け。ランク別の配
送頻度を設定
・商品を出荷頻度でランク分け。ランク別の
出荷ロットを設定

結果：約１８％のコスト削減

ポイント：店舗の売上を下げない（店頭欠品を起こさない）/店舗の在庫を増加させない 仕組みの構築
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物流企業/荷主企業の対応策と事例（４）事例

事例２：中継拠点を活用したドライバー交代～小売業

中継輸送の方式

出典：国土交通省

双方のトラックの同期が課題
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物流企業/荷主企業の対応策と事例（４）事例

事例２：中継拠点を活用したドライバー交代～小売業（家具）の拠点間輸送（横持）

兵庫県 佐賀県

兵庫県 佐賀県

広島県

実
施
前

実
施
後

660km

660km

330km330km

330km 330km

佐賀で
車中泊

往復1320km 1泊2日

往復660km 日帰り

ﾄﾞﾗｲﾊﾞｰ
交代

ﾄﾞﾗｲﾊﾞｰ
交代

双方のトラック運行をスケジュール化。同期を実現 （スケジュール外の貨物は従来通り）
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物流企業/荷主企業の対応策と事例（４）事例

事例３：モーダルシフトの実施（トラックから船舶へ）～メーカー（医薬品）

東京都

北海道
札幌市

実
施
前

トラック輸送距離1,018km（拘束時間） フェリー輸送距離 113km（休息時間）

函
館
港

東京都

北海道
札幌市

実
施
前

大
洗
港

苫
小
牧
港

青
森
港

②トレーラーを使用して、フェリーでは無人航走。ドライバーは積み地～港湾ヤード間を往復。

①トラック輸送距離 201km（拘束時間） フェリー輸送距離 755km（休息時間）

①

②

以前から複数の同業メーカーによる共同配送を実施。物量をまとめることでトレーラーでのフェリー輸送を実現


